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感染症予防の視点からみた自治体の大規模自然災害対策

【要 旨】日本は地震大国であり、いつ大規模災害が起こってもおかしくない状況にある。被災経
験のない熊本市と、1995年に阪神淡路大震災を経験した神戸市における大規模自然災害時の感染
症予防に関する取り組みについて、それぞれの担当者に聞き取り調査を行い、各自治体の対策の違
いを比較した。両市の対策における大きな違いは、次の3項目であった。1）備蓄物資の保管場所と
その内容：神戸市は備蓄物資の約半数を避難所に保管していたが、熊本市では備蓄倉庫と避難所が
物理的に離れていた。2）避難所内の記録物の整備：神戸市の記録物の方が熊本市のものよりもよ
り具体的な観察項目が設定されていた。3）避難者に対する広報の準備：神戸市は被災経験を基に
した避難民用の配布物を準備していたが、熊本市では具体的な広報の計画がなされていなかった。
水と食糧の備蓄量に関しては再考の余地があると考えられるものの、いずれの項目においても神戸
市の対策は被災経験を活かした工夫がされており、感染症対策としても参考となる内容であった。
とくに被災直後の軽微な感染症をいかに抑制するかが長期的な感染症予防につながると考えられ
る。今後はそのような視点も含めて、本研究で検討した内容が災害時の感染症対策としてどの程度
効果があるのか、具体的に検証していく必要がある。
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～被災経験の有無による違い～

【緒言】
近年、大規模な自然災害による被害が世界的に
多発している。日本においても、1991年の普賢
岳の火砕流、1995年の阪神淡路大震災、2004年
の新潟県中越沖地震、2005年の福岡西方沖地震
など大規模な自然災害により、大きな被害を受け
た。また、2011年3月11日に発生した東日本大震
災では歴史的規模の地震と津波により莫大な被害
を受け、多くの犠牲者を出した。
自然災害は、多くの慢性疾患の病状の悪化や環
境変化に起因する新たな身体的障害および精神的
影響を引き起こす1)。とくに、避難生活における
種々の環境要因は感染の機会を増加させる可能性
が考えられる。実際、災害時の避難民の死亡者数
のうち、50%以上は感染症に起因していた1)。
1995年の阪神淡路大震災後の調査においても、
肺炎は初期15日間では13～21％であった2)3)。し
かし、全入院患者の調査を行った前田ら4)の報告
では、大葉性肺炎および気管支肺炎が58.8%、上

気道炎が19.6%、気管支炎が6.8%であった。これ
らの報告は、避難生活が長期化するに伴って呼吸
器感染症の割合が増加する事を示唆している。症
状発生時の環境では、避難所が43.7%、親戚ある
いは知人宅への避難中が23.0%と、避難所生活を
強いられている人に感染症が発生する傾向が強い4)。
避難所生活を強いられる事が予想される大規模
災害時における感染症発生の要因として、①スト
レスや栄養状態の低下による被災者の抵抗力低
下、②劣悪な衛生環境、③ヒト―ヒト感染機会の
増加などが挙げられる。新潟県中越沖地震時の際
の衛生環境については、ライフラインの断絶によ
るトイレ処置の困難さ、手指洗浄や食器洗浄の困
難さが増大し、使い捨ての食器を何度も再利用し
た被災者も現れた5)。また、食生活の支援に関し
て、避難所では毎回同じ内容の食事が続き栄養バ
ランスが偏った食生活を強いられていた、との報
告もある5)。このような状況下での生活が長期に
なればなるほど、感染症発生のリスクは増大する
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と考えられる。
これらのことから、大規模災害時の避難所にお
ける感染症発生を減少させるためには、自治体が
中心となって、特に上記①②③を考慮した被災時
に向けての積極的な対策が必要だと考えられる。
しかし、過去の災害時における調査報告はある
も、今後の自治体の取り組みに関する先行研究は
ない。本研究では、阪神淡路大震災を経験した兵
庫県神戸市と、被災経験のない熊本県熊本市にお
ける災害対策の違いを、大規模災害時の避難所内
での感染症予防の観点から比較検討し、さらに今
後の課題について検討することを目的として、各
自治体の災害対策担当者に聞き取り調査を行っ
た。

【方法】
Ⅰ．調査対象
熊本県熊本市は危機管理防災室の室長1名と職
員1名および感染症対策課の職員1名の3名、兵庫
県神戸市は危機管理室の職員1名および予防衛生
課の保健師1名の2名、計5名の災害対策担当者を
聞き取り調査の対象とした。

Ⅱ．調査方法
2010年現在における下記調査内容の状況につ
いて、レコーダーにて録音しながら聞き取り調査
を行った。さらに不十分な内容については、それ
ぞれの自治体ホームページや文献による情報収
集、電話及び電子メールによる担当者への質疑応
答にて補った。

Ⅲ．場所
熊本市は危機管理防災室、神戸市は保健福祉局
予防衛生課にて聞き取り調査を行った。

Ⅳ．協力部署
熊本市は危機管理防災室、感染症対策課、地域
医療課、健康増進課より協力を得た。神戸市は予
防衛生課、危機管理室より協力を得た。神戸市の
危機管理室は電話、メールでの対応であった。

Ⅴ．調査内容
１．災害時の予測(市の中心部にマグニチュー

ド(以下、M)8.0以上の直下型地震が起こった
と想定した場合)　
２．避難所の確保
３．交通の手段
４．衛生環境の整備
１）上下水道
２）清潔保持
３）備蓄物資と保管場所
４）ストレス対策
５）季節ごとの対策(夏・冬)
５． その他の環境整備
６．協定・連携
　１）病院・診療所
　２）保健所・医療センター
　３）一般企業
　４）自衛隊
　５）その他

Ⅵ．調査期間
2010年8月から2010年11月。

Ⅶ．評価方法
調査結果を比較し、文献的な考察を加えた。

Ⅷ．倫理的配慮
本調査で得られた情報は保護に努めること、調
査終了後は書類をシュレッダーにかけ、録音デー
タも消去すること。以上についてあらかじめ説明
し、同意を得た後に聞き取り調査を行った。な
お、固有名詞、活動記録サンプルについては、そ
れぞれの担当者より許可を得た上で使用した。

【結果および考察】
両都市の基礎データを表１、聞き取り調査の結
果を表２、備蓄物資の内容と保管場所の具体的な
比較を表３、両市の避難所内記録物を比較したも
のを表４として示した。
両都市間の対策における最も大きな違いは、備
蓄物資の量や備蓄場所、水分の保管方法、避難所
生活に関わる記録物、避難民健康管理の広報内容
であった。その他の項目では両市ともに同じよう
な取り組みであった。
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Ⅰ．両都市の人口構成、及び地質・地形の特徴
本調査では、阪神淡路大震災を経験した兵庫県
神戸市と研究者自身が居住しており被災経験のな
い熊本県熊本市における災害対策について比較し
た。被災した際の避難とその対策においては、人
口構成や地理的状況も影響すると考えられるた
め、基礎データとして両都市間の人口構成および
地理的特徴を表１にまとめた。
１．人口構成
総人口は神戸市の方が熊本市の2.3倍と多い

が、年少人口（0～14歳）、生産年齢人口（15～
64歳）および老年人口（65歳以上）の割合はほ
ぼ同じであった。また、平均的な人口密度も同程
度であったが、可住地人口密度は神戸市の方が
1.7倍高かった。
２．地質
地震調査研究推進本部による今後30年間の地

震発生予測によると、神戸市は南海トラフが震源
でM8.4の南海地震が起こる可能性が60%、熊本
市は布田川-日奈久断層帯が震源でM7.6程度の地
震が起こる可能性が6%とある8)。熊本市は地震発
生の可能性は低いが発生した場合のMが高く、神

戸市は可能性もMも共に高い、という特徴があっ
た。
３．地形
両市とも海に面しているが、熊本市に比べ神戸
市は人口集中地区が沿岸に集中している。近年の
ゲリラ豪雨による水害などの場合を考えると、沿
岸部だからとくに危険だとは言えないが、東日本
大震災で発生したような巨大津波が発生した場合
には沿岸部に人口が集中している神戸市の方が大
きな被害を受ける可能性がある。

Ⅱ．備蓄物資とその備蓄量および保管場所 
１．上水道
上水道普及率は平成8年度のデータで熊本市が
96.7％、神戸市が99.6％と、全国平均95.8％より
も高い。熊本市は、飲料水や生活用水を耐震貯水
槽内の地下水でまかなっているという地域の特性
がある。その特性を利用し、12,100tの水分量を
確保している。熊本市より人口の多い神戸市は飲
料水として約60t確保している。絶対的な備蓄量
は神戸市の方がかなり少ないが、これは備蓄方法
の違いによる影響が大きいと考えられる。上水道
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の備蓄量として、具体的にどの程度確保していれ
ば十分なのかを判断することは難しいが、少なく
とも、上水道の備蓄量は地理的な条件に左右され
やすいことが推察された。
熊本市は生活に地下水を利用し、耐震貯水層に
して市内複数箇所に保管している。また、最も容
量の多い健軍貯水池では、震度6以上の地震が起
こった場合は緊急遮断弁により地下水の汚染を防
ぐ仕組みになっている。このことは、避難民に
とっても、被災する前から使用している水を使う
ことができるという安心感につながる。しかし、
備蓄倉庫から避難所までは物理的に離れており、
倉庫から避難所に繋がる道路が寸断された場合は
機能しない可能性が考えられる。神戸市の場合
は、500㎖ペットボトルで12万本を、総備蓄量の
うち約半分を避難所が兼備されている212箇所に
分散して備蓄していた。そのため必要な時にすぐ
に避難民に提供可能である。また、ペットボトル
という保管形態から、配布がしやすいという利点
もある。
２．食糧
食糧は生体機能を維持するうえで重要な要素の
一つであり、長い期間摂取できないと免疫力に影
響する。熊本市は18万食を備蓄しているのに対
し、神戸市は11万7千食であった。被災者数の想
定によっても異なるが、神戸市のほうが熊本市よ
りも人口が多いことを考えると、神戸市の食糧備
蓄量は十分とはいえない可能性がある。しかし、
両都市とも、万が一食糧が使えない状況に陥って
も、協定により1～2日で食糧を補填する事が可
能であるとのことであった。
食糧に関して、熊本市は市内の21箇所に分散

して備蓄していた。これは備蓄倉庫が被災した場
合を想定し、分散して備蓄することにより、備蓄
物資が全く使えなくなることを防ぐためであっ
た。しかし、避難所自体への備蓄がなされていな
いため、上水道と同様、避難所までのルートが寸
断されてしまった場合は使用できないという欠点
がある。一方、神戸市の場合は、飲料水と同様、
避難所にも分散して備蓄しているため、すぐに使
用することが可能で、道路が寸断されても影響を
受けにくいと考えられた。
３．毛布

冬季に災害が起こった場合、避難所内で風邪や
インフルエンザ（以下、風邪等）に罹患する可能
性が高い。毛布の備蓄量に関しては、熊本市の
6,570枚に対して神戸市は約12万枚であり、絶対
量として神戸市は熊本市の約20倍の毛布を備蓄
している。この枚数で本当に充分なのかどうかを
判断することは難しいが、少なくとも被災者の防
寒対策のためには1枚でも多いほうがよいと考え
られる。さらに、神戸市の場合は避難所自体に毛
布が用意されているため、すぐに寒冷刺激による
抵抗力の低下を抑える事が可能で、初期の風邪等
の患者数増加を抑制できる。しかし、熊本市の場
合は避難所と備蓄場所が離れているため、物資が
届くまでの間の防寒対策が無い。避難所生活のよ
うな不特定多数の被災者が狭い空間で共同生活を
送る場所では感染が容易に拡大するため、いかに
して初期の風邪等の罹患者数を抑制するかが重要
であり、避難所内への毛布の備蓄による迅速な防
寒対策が担う役割は大きい。このことは、実際に
被災を経験した神戸市の担当保健師の「毛布は重
要」との発言にも表れており、被災経験の有無が
毛布の備蓄量や備蓄方法に影響していると考えら
れた。災害対策の効果を高めるためには、被災経
験のある自治体の意見を参考にしながら、現在の
対策内容を再考することも必要と思われる。
以上から、備蓄物資を十分に機能させるために
は「備蓄量」だけでなく、「保管場所」について
も併せて検討して対策を進めていくことが重要で
あると考えられた。「保管場所」については地理
的条件の影響も受けるため、神戸市を一つのモデ
ルケースとして、熊本市で可能な、あるいは熊本
市に適した保管場所を再検討することは、今後の
課題のひとつとなる可能性がある。

Ⅲ．避難所内の記録物の整備
熊本市の記録物は一般的な個人情報が中心であ
り、感染症予防に関わるものは避難所日誌の“事
項”“措置の概要”、救護所日誌しかない。この避
難所日誌では大まかにしか記載できない。また、
救護所日誌では、既に何らかの健康問題がある避
難民のみが対象であるため、避難所全体の状態が
把握出来ず、感染症対策としては不十分と考えら
れる。一方、神戸市の場合は、各記録物はどれも
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健康問題に具体的に介入しており、避難所内の状
況や避難所生活に関わる地域の被災状況などが容
易に把握できる構成になっている。特に避難所活
動記録では、要配慮者や基礎疾患等の健康問題、
感染症症状等の防疫的側面に加え、特記する点と

して、“避難所の概要”内のスペース密度という小
項目、“環境的側面”内のライフラインや衛生状
態、プライバシーや人間関係に関連する小項目が
あった（図１）8)。感染症発症とその拡大には、
生活環境や衛生状態から受ける影響も大きい。し
たがって、これらの項目にまで配慮しておくこと
は感染症予防の観点からも重要であると考えられ
る。神戸市の記録を使うと、現状から予測される
問題と解決方法、課題の解決方法を検討する事が
可能である。記録物は感染症対策だけでなく医療
に関わるスタッフ全員が使用する貴重な情報源で
ある。実在または潜在する問題を解決するために
はその内容の質が重要となる。以上から、神戸市
の避難所活動記録は一つのモデルとして大いに参
考にされるべき記録物であると考えられた。

Ⅳ．避難者に対する広報の準備
熊本市は、避難民の健康啓発内容について具体
的な内容や方法は記されていなかったが、神戸市
は過去の経験を元に配布資料を作成していた。そ
の内容は、風邪、心的外傷後ストレス障害 (Post-
traumatic stress disorder：PTSD）、血栓症、清潔
保持、そして過度の飲酒予防であった。中でも飲
酒に関しては、看護学生が学習する保健師の教科
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図１　神戸市避難所活動記録サンプル、
出典：文献9)、担当者の許可を得て掲載
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書や参考書にも記載が無かった。作成の目的は、
過度のストレス等から飲酒に走ってしまい、アル
コール依存症になった避難民がいた経験から、そ
れを予防することであったが、長期的な観点では、
過度の飲酒は免疫力低下を招くことも予想される
ため、感染症対策としての意味もあると考えられ
た。

【結論】
本研究の調査終了から半年も経たず東日本大震
災が発生した。今回の大震災は世界最大規模の大
災害となり、地震とそれに続く津波により原子力
発電所を含めて多大な被害を受けた。報道では防
寒対策としての灯油不足が強調されていたが、「着
の身着のままで逃げてきたので、厚着もできない。
薬も限られており、風邪をひく人が出たら大変だ」
という被災者の生の声 10) や、「毛布 1000 枚」と
グランドに書かれた写真 11) も報道された。また、
ボランティアとして初期医療に携わった医師の生
の声も、｢感染症の流行や慢性疾患を持つ人たちの
容体が特に懸念される｣（熊本赤十字病院の医師）
12) や｢急性気管支炎や急性胃腸炎がよく見られま
した｣｢脳梗塞になりかけている事例や、インフル
エンザなど感染症の流行の兆しなど、注意すべき
予兆は見受けられました」（いずれも NPO 法人
「シェア」の医師 ) 13) という記事も報道された。
今回の大震災におけるこれらの記事からも、被災
直後の軽微な感染症をいかに抑制するかが避難生
活における健康上の課題として重要な要素のひと
つとなっていることが推察される。
本研究では被災経験のある神戸市と経験のない
熊本市の取り組みを、被災直後の感染症対策とい
う視点から比較した。特に違いのあったのは以下
の 3 項目であった。①備蓄物資の保管場所とその
内容（特に毛布）、②避難所内の記録物の整備、③
避難者に対する広報の準備。水と食糧の備蓄量に
関しては再考の余地があると考えられるものの、
いずれの項目においても神戸市の対策は被災経験
を活かした工夫がされており、感染症対策として
も参考となる内容であった。大規模災害の対策に
おいては、各自治体の地理的な状況、人口構成や
交通網の発達度合など、種々の要因による影響を
うける。したがって、単に神戸市を真似ればよい

というものではないが、神戸市の対策を一つのモ
デルケースとして参考にしながら、各自治体の事
情にあった対策を検討していくことも必要だと考
えられた。
梶田は、人類進化に伴う衣服の変化を例にあげ

「医＝衣食住」という考え方を示した 14)。「医食
同源」という言葉に示されるように、一般的な日
常生活における医療では「食」が重視される。し
かし、非日常的な危機的状況である災害時におけ
る感染症対策にとっては、毛布などを含めて「衣」、
避難生活の環境としての「住」も非常に重要な要
素となる。「衣食住」が大きく損害される大規模
災害時だからこそ、健康に避難生活を送るための
準備、すなわち衣食住環境のすべてを把握する記
録物の工夫と避難所の備蓄倉庫兼備が必要とな
り、避難所生活における健康啓発に関する広報を
準備して、普段から非難時の健康維持に関する住
民の意識を高めておく事が重要となる。
我々の調査結果からの考察が大規模災害直後に
おける感染症対策としてどの程度効果があるのか
について、過去の大規模災害からの具体的な報告
はない。とくに被災直後の軽微な感染症をいかに
抑制するかが長期的な感染症予防につながると考
えられるため、この点に重点を置いて研究を進め
る必要があると考えられる。まずは今回の震災に
おいて行われた感染症対策とその効果についての
具体的な事例を調査し、我々が提示した対策との
関連性について検討しなければならない。今後さ
らに有効な大規模災害時の感染症対策とするため
に、東日本大震災における詳細な調査報告を待っ
て、改めて検証していく予定である。
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【Abstract】
　Japan is able to be suffered from big disasters at any time because of frequency of 
earthquakes. We compared the differences of ways to prevent infectional disease in 
large natural disaster between two municipalities, Kumamoto City which have not been 
suffered from big disasters, and Kobe City which had been suffered from Han-Shin 
Awaji Earthquake disaster in 1995, by hearing to persons who manage the measures to 
natural disaster. There were 3 differences between both cities. 1) Location of the 
stored materials and its contents: Although in Kobe City a half of the stored materials 
were distributed in all shelters, in Kumamoto City the stored places were physically 
separated from the shelters. 2) Preparation of the recording formats in shelters: The 
formats in Kobe City were contained more specific observational items than those in 
Kumamoto City. 3) Preparation of public information to refuging persons: In Kobe City 
the leaflets based on the experiences of earthquake were prepared for refuging persons, 
however in Kumamoto City no leaflets were prepared. Although we must to re-consider 
about the amount of stored water and foods in both cities, all measures in Kobe City 
were exercised ingenuity based on the suffered experiences and could be able to be 
referred for preventing infectional diseases. It must be important for long-term 
prevention of infectional diseases to control the minor infection immediately after 
suffered disasters. It is necessary to research concretely effects of the measures, which 
we reviewed in the present study, as the ways for preventing infectional diseases. 
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